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評定等を行うこととなつた 

原 因 と な る 事 実 の 種 類 
1  ( )1 の 事 実 が 生 じ た 日 2 ・   ・ 

評 価 益 の 額 及 び 評 価 損 の 額 の 明 細 

評 価 益 の 計 上 さ れ る 資 産 評 価 損 の 計 上 さ れ る 資 産 

科 目 
  

科 目 
  

評 定 額 等 帳 簿 価 額 評 定 額 等 帳 簿 価 額

区 分 等 
  

区 分 等 
  

① ② ① ② 
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円 円  
14

円 円
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計 12   計 23   

評 価 益 の 総 額 

（12の①）－（12の②） 
13   

評 価 損 の 総 額

（23の②）－（23の①）
24   

債 務 免 除 等 を 受 け た 金 額 の 明 細 

金 融 機 関 等 の 名 称 債務免除等を受けた金額 金 融 機 関 等 の 名 称 債務免除等を受けた金額

 
円

 
円

    

    

 民事再生等評価換えによる資産の評価損益に関
する明細書 

事業年度

又は連結

事業年度

・  ・ 

・  ・ 
法人名 

（ ）



 

 

別表十四（一）の記載の仕方 

 
１ この明細書は、法人が法第25条第３項((((資産の評価

益の益金不算入等))))若しくは第33条第４項((((資産の

評価損の損金不算入等))))の規定の適用を受ける場合又

は連結法人が法第81条の３第１項((((個別益金額又は個

別損金額の益金又は損金算入))))（法第25条第３項又は

第33条第４項の規定により法第81条の３第１項に規定

する個別益金額又は個別損金額を計算する場合に限り

ます。以下同じ。）の規定の適用を受ける場合に記載

します。 

 なお、連結法人については、適用を受ける各連結法

人ごとにこの明細書を記載し、その連結法人の法人名

を「法人名」のかっこの中に記載してください。 

２ 「評定額等」の各欄は、令第24条の２第５項各号((((再

生計画認可の決定に準ずる事実等))))又は第68条の２第

４項各号((((再生計画認可の決定に準ずる事実等))))に

掲げる事実の区分に応じこれらの規定に規定する価額

を記載します。この場合において、令第24条の２第５

項第１号又は第68条の２第４項第１号に規定する価額

を記載するときは、資産の評価基準、評価方法その他

当該価額の算定の根拠を明らかにする事項を別紙に記

載して添付してください。 

３ 「債務免除等を受けた金額の明細」の各欄は、法人

につき法第25条第３項若しくは第33条第４項に規定す

る政令で定める事実が生じた場合においてその法人が

これらの規定の適用を受けるとき、又は連結法人につ

きその事実が生じた場合において当該連結法人が法第

81条の３第１項の規定の適用を受けるときに記載しま

す。 

 


